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2 条 1 項 3 号）に該当するとして差止（同 3 条）及
び損害賠償（同 4 条）並びに刑事罰（同 21 条 2 項 3
号）の対象となる．ただし，日本国内において最初
に販売された日から起算して 3 年を経過した商品に


















X は，サックス用ストラップであって，旧 X 商品
からモデルチェンジされた X 商品を販売している．
本件は，X が，同じくサックス用ストラップであっ
て，Y が販売等する Y 商品について，X 商品の形態
を模倣したものであるとして（不正競争 2 条 1 項 3
号），Y 商品の販売等の差止及び Y 商品の廃棄（同 3




外されるが（同 19 条 1 項 5 号イ），X 商品は未だ適
用が除外されるに至っていない． 
第一審 1）において裁判所は，旧 X 商品からモデル





更された部分である X 商品の V 型プレートに着目




控訴審 2）において裁判所は，不正競争防止法 2 条




























欠な形態」（不正競争 2 条 1 項 3 号括弧書き）に該
当し，不正競争防止法 2 条 1 項 3 号による保護を受





ことができるという X 商品の基本的構成態様，V 型
プレートの形態，革パッドの形態は，ありふれた形
















判断を明確に否定し，不正競争防止法 2 条 1 項 3 号
によって保護される「商品の形態」とは，商品全体
の形態をいうものである旨繰り返し判示した． 
結論として，Y 商品は X 商品の形態に依拠して作
り出された実質的にX商品と同一の形態の商品とい






図―１ X 商品の構成 

















分である V 型プレートについて，旧 X 商品と X 商




図―２ 旧 X 商品（上）と X 商品の V 型プレート
（並べて比較） 
Fig.2 V-shaped plates of old X product and X 
product（side-by-side comparison） 
図―３ 旧 X 商品と X 商品の V 型プレート 
（重ね合わせて比較） 
Fig.3 V-shaped plates of old X product and X 
product（overlapping comparison） 




－4，図－5 に示す．図－4 は X 商品と Y 商品の V
型プレートを並べて比較したものであり，図－5 は
それらを重ね合わせて比較したものである． 
図―４ X 商品（上）と Y 商品の V 型プレート 
（並べて比較） 
Fig.4 V-shaped plates of X product and Y 
product（side-by-side comparison） 
図―５ X 商品と Y 商品の V 型プレート 
（重ね合わせて比較） 
Fig.5 V-shaped plates of X product and Y 
product（overlapping comparison） 
さらに，X 商品と Y 商品の商品全体の形態を図－
6，図－7 に示す．図－6 は X 商品の商品全体の形態
であり，図－7 は Y 商品の商品全体の形態である． 
図―６ X 商品の商品全体の形態 
Fig.6 Overall product form of X product 
図―７ Y 商品の商品全体の形態 




2 条 1 項 3 号）に該当する．ただし，当該商品の機
能を確保するために不可欠な形態は除かれる（同 2
条 1 項 3 号括弧書）4）．また，日本国内において最
初に販売された日から起算して 3 年を経過した商品
についても差止及び損害賠償に係る規定の適用が除
外される（同 19 条 1 項 5 号イ）．不正競争防止法 2










と定義する（同 2 条 4 項）．同じく，模倣すること
を「他人の商品の形態に依拠して，これと実質的に
同一の形態の商品を作り出すことをいう」と定義す
る（同 2 条 5 項）． 


























ない場合は，不正競争防止法 2 条 1 項 3 号による保
護を受け得ない． 
そこで，その判断基準が問題となる．本件の第一





















































防止法 2 条 1 項 3 号に基づく差止及び損害賠償に係




































































































法 2 条 1 項 3 号の趣旨に従った判断ということがで
きよう． 












２）知財高判平成 31 年 1 月 24 日判時 2425 号 88
頁〔サックス用ストラップ事件〕．評釈として，
塩田千恵子「サックス用ストラップ事件」知財
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  https://www.bird-strap.com/sax-strap 
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件〕，東京地判平成 30年 8月 30日平成28年（ワ）
第 35026 号〔婦人用コート事件〕．
６）平成 17 年改正前の事件であるが，知財高判平
成 17 年 12 月 5 日平成 17 年（ネ）第 10083 号
〔カットソー事件〕．平成 17 年改正後の事件と
して，知財高判平成 20 年 1 月 17 日平成 19 年
（ネ）第 10063 号・平成 19 年（ネ）第 10064
号〔フード付きパーカー事件〕，東京地判平成
24 年 12 月 25 日判時 2192 号 122 頁〔コイル状
ストラップ付きタッチペン事件〕，大阪地判平成
25 年 5 月 30 日平成 24 年（ワ）第 8972 号〔婦
人用ハンドバッグ事件〕，東京地判平成 30 年 4
月 26 日平成 27 年（ワ）第 36405 号〔婦人服事
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７）東京高判平成 12 年 2 月 17 日判時 1718 号 120
頁〔空調ユニットシステム事件〕，大阪地判平成
23 年 7 月 14 日判時 2148 号 124 頁〔ミニバス
ケット事件〕，東京地判平成 23 年 2 月 25 日平
成 20 年（ワ）第 26698 号〔自動排泄処理装置
事件〕，大阪高判平成 25 年 12 月 19 日平成 24
年（ネ）第 3328 号〔カラーコンタクトレンズ事
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